様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　　1月　　9日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃむらたせいさくしょ
                             一般事業主の氏名又は名称  株式会社村田製作所
（ふりがな）  　なかじま　のりお
                            （法人の場合）代表者の氏名 　  中島 規巨  印
住所　〒617-8555  　京都府 長岡京市 東神足1丁目10番1号
法人番号　　　4130001030475　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書「Murata value report 2023」

	公表日
	2023年　9月　29日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書「Murata value report 2023」：P9～P28
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2023_j/murata-value-report2023-a4-j.ashx?la=ja-jp&cvid=20230928004238000000

	記載内容抜粋
	【Vision2030（長期構想）ありたい姿】
ムラタのイノベーションで社会価値と経済価値の好循環を生み出し、豊かな社会の実現に貢献していきます
1. 社会基盤に深く根付く
2. 社会課題解決を加速する
3. 持続可能な事業プロセスを追求する
Vision2030のありたい姿「Innovator in Electronics」を実現し、社会価値と経済価値の好循環を生み出しながら豊かな社会の実現に貢献するため、下記の成長戦略を実行する。
成長戦略①：基盤事業の深化とビジネスモデルの進化
・3層ポートフォリオ
　－標準品型ビジネス（EI）
　－用途特化型ビジネス（ASC)
　－新たなビジネスモデルの創出
・4つの事業機会
　－基盤領域：通信、モビリティ
　－挑戦領域：環境、ウェルネス
成長戦略②：4つの経営変革の実行
・社会価値と経済価値の好循環を生み出す経営の実践
・自律分散型の組織運営の実践
・仮説思考にもとづく変化対応型経営の実践
・デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会審議・決議を経て公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 INFORMATION MEETING 2023
2 統合報告書「Murata value report 2021」
3 統合報告書「Murata value report 2023」

	公表日
	1 2023年　11月　30日
2 2021年　11月　15日
3 2023年　9月　29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 INFORMATION MEETING 2023：P9、P26、P34、P37
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/about/newsroom/news/irnews/irnews/2023/1130/2311-j-speach.ashx?la=ja-jp&cvid=20231130021637000000
2 統合報告書「Murata value report 2021」：P35
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2021_j/murata-value-report2021-j.ashx?la=ja-jp
3 統合報告書「Murata value report 2023」：P28
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2023_j/murata-value-report2023-a4-j.ashx?la=ja-jp&cvid=20230928004238000000

	記載内容抜粋
	Vision2030実現のための第1フェーズとして、「中期方針2024」を定め、以下の取組みを行っている。
【 経営変革の推進 】
・⾃律分散型組織を担保する仕組みとして、事業計画の管理プロセスへの仮説思考アプローチを導入し、予算策定、事業中期計画策定、事業性評価プロセスの見直し
・ムラタのDXによるありたい姿を描き、PoCに向けた構想書を策定中
・サステナビリティ投資促進制度を導入
【 ポートフォリオ経営の高度化 】
・各層が抱える課題の解決により3層ポートフォリオ経営を推進
【 筋肉質な経営基盤の形成 】
・人的資本強化策の検討と実行
・将来の経営幹部候補者育成プログラムを実施
・品質ガバナンスの強化
【 2030年への備え 】
・生産現場での無駄取りや技術導入、将来を見据えた⾰新技術の開発を推進
・モノづくり人材の育成強化として、グローバルな体制構築による育成強化を推進
・階層別、専⾨系人材育成プログラムの強化により販売力の強化
・R&D活動のポートフォリオ化と、未知の技術探索活動による将来の知的財産戦略に関する検討開始
また、デジタル技術を用いたデータ活用に関しては以下の取組みを行っている。
・生産現場の経験と勘の蓄積（デジタルの活用によって現場ナレッジの形式知化）
・設備や人から取得したあらゆるデータを利活用することでモノづくり領域の変革、スマートファクトリー化を推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	公表媒体①、②、③はすべて取締役会審議・決議を経て公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「推進体制・組織」
統合報告書「Murata value report 2021」：P35
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2021_j/murata-value-report2021-j.ashx?la=ja-jp
「人材の育成・確保」
INFORMATION MEETING 2023：P34、P37
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/about/newsroom/news/irnews/irnews/2023/1130/2311-j-speach.ashx?la=ja-jp&cvid=20231130021637000000

	記載内容抜粋
	「推進体制・組織」
2021年度から全社DX戦略推進の機能組織を新設し、デジタル化の実行組織と共に「R&D」、「ECM/SCM」、「顧客接点」の強化領域と「経営管理」、「DX人材/ITプラットフォーム」の基盤領域のオーナーと連携しながら全体的なデジタル推進を向上する。
「人材の育成・確保」
人材の獲得と育成について、以下のアクション（KPI含む）を行っている。
1. 人材の惹きつけと獲得（採用数(計画充足率)、3年以内離職率）
2. 人材育成（教育投資費）
3. 次世代幹部候補の継続的な育成（選抜研修受講者のうちの上級管理職昇格率、サクセッションポジション充足率）
4. DX人材の獲得と育成（DX人材採用計画充足率、DX研修受講者数）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書「Murata value report 2023」：P28
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2023_j/murata-value-report2023-a4-j.ashx?la=ja-jp&cvid=20230928004238000000

	記載内容抜粋
	1.デジタル基盤整備
・DX人材強化
・ITプラットフォーム整備
2.新価値創出
・ビックデータ・AI活用による業務価値向上
・業務のありたい姿をデータで実現
・End to End視点の価値創出
3.合理化・時間短縮
・既存ツールの徹底活用
・定形業務の自動化
・コミュニケーションの質向上



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「Vision2030（長期構想）」

	公表日
	2021年　11月　15日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「Vision2030（長期構想）」
https://corporate.murata.com/ja-jp/company/business-strategy/vision2030/growthstrategy2#id4

	記載内容抜粋
	DX推進戦略として「R&D」、「ECM/SCM」、「顧客接点」、「経営管理」の強化領域と、「DX人材/ITプラットフォーム」の基盤領域において、中長期のあるべき姿を描きながら定量/定性化したデジタル推進状況を管理する。
1)R&D：要素技術の進化と新たな技術発掘をAI/MIを活用して加速させる
2)ECM/SCM：10年先を見越したものづくりのあり方を構想し、ECM/SCMを含めた広義ものづくりを変革する
3)顧客接点：顧客とのつながりを個別からEnd to End視点で強化し、新しい価値を協働で創出する
4)経営管理：事業ポートフォリオ経営推進、変化対応力向上のために経営管理を高度化する
5)DX人材/ITプラットフォーム：DX基盤として、デジタル人材強化とITインフラ整備に戦略的投資を続ける



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　9月　29日


	発信方法
	代表取締役社長が各戦略に対しての推進状況、方向性を示す情報を発信した。
統合報告書「Murata value report 2023」：P28、P12
https://corporate.murata.com/-/media/corporate/ir/library/murata-value-report/2023_j/murata-value-report2023-a4-j.ashx?la=ja-jp&cvid=20230928004238000000

	発信内容
	・昨今の外部環境の急速な変化や事業規模の拡大にともない、従業員一人ひとりが全体最適や変化への対応を意識した上で、主体的に考え、スピーディに各現場で決断し行動する重要性が高まっています。「自律性」「全体性」「進歩性」の三つを兼ね備え、各人がやりがいと成長をより実感できる組織運営を目指していきます。
・近年、DXに対する社内の取り組みは活性化してきており、特にモノづくり現場では生産ロット管理や工程の流れ化、設備保全といった生産効率の向上などに資するデータの見える化が進展しています。また、これらの改善事例が複数の工場や事業所で展開されはじめ、デジタル化が進んできました。ただ、現時点では、設定したKGI・KPIの達成レベルは上がってきていますが、製造現場での仕事の進め方や仕組みをデジタル化するレベルにとどまっており、その仕事そのものを変化させるまでにはいたっていません。仕事の仕方を変えていくことで、やがて組織のあり方が変わり、目指すべきKGI・KPIも変わっていくと考えています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2019年　　10月頃　～　現在
定期的かつ継続的に実施中

	実施内容
	経済産業省の「DX推進指標」による自己分析を行い、DX認定制度事務局(IPA)の自己診断結果入力サイトより提出済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2017年　　4月頃　～　現在
定期的かつ継続的に実施中

	実施内容
	サイバーセキュリティ領域に特化したITセキュリティ基本方針を策定している。
同方針では
・弊社における管理体制
・ITセキュリティ施策立案の考え方
・ITセキュリティ施策の実行
・ITセキュリティ教育
・ITセキュリティ監査
を定めている。
上記方針に基づき、
・年1回の外部攻撃シミュレーション、週1回の脆弱性スキャンを実施（一部システムにおいては常時監視）
・上記のシミュレーションやスキャン結果をベースにセキュリティリスクを可視化し、優先順位を定めて施策を立案
・各種施策の実行
・上記施策が実施されていることの部門単位でのアセスメント
を定期的に実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

